
(Ａ)-(Ｂ)

べき財源

(Ｃ)-(Ｄ)

(F)+(G)+(H)-(Ｉ)

(L) (M)   月額  (M)/(L)

17年国調
※分類不能産業を

　分母に含む

合　　　計

法適用

246人

22人

4人

-人

-人

教 育 公 務 員

消 防 職 員

臨 時 職 員

一 般 職 員

うち技能労務職

一　　般　　職　　員　　等（H27．4．1現在）

区　　　分

317,122円78,012千円

給 料 月 額

201,007千円

1,623千円

8,153千円

H6.10.1

370,000円

405,750円

395,000円

318,540円79,635千円

-千円

一人当り給料
( 報 酬 ) 月 額

改 定 実 施
年 月 日

区　　　分

700,000円

590,000円

一人当り支給

370,591円 H26.4.1

H26.4.1

％
12.4

％
85.0

％
10.9

議 会 議 員

特　別　職　等（H27．4．1現在）

448,000円

市 長

副 市 長

教 育 長

H6.10.1

H6.10.1

％
13.3

％
-

％
-

％
5.6

千円
9,664,944

0.464

2,288,295

千円
565

千円
474,478

3,282,887

2,219,818

1,744,775
千円

千円

％
74.4

将 来 負 担 比 率

千円

千円

千円

千円

14,155,15914,396,859

千円

千円 千円

7,879,078

4,940,649 4,885,258

7

単 年 度 収 支

積 立 金

(a) (b)5 実 質 収 支
(Ｅ)

▲ 268,782 ▲ 234,240

指 定 団 体 の 状 況 低 開 発 地 域 特 別 豪 雪 地 域

救 急

退 職 手 当事務の共同処理の状況

(Ｇ)

消 防 補 償 等

ご み 処 理 し 尿 処 理 消 防

後 期 高 齢 者 医 療

(Ｂ)

歳 入 総 額

歳 出 総 額

6

教育研究センター へ い 獣 処 理

第 １ 次 第 ２ 次

1

2

区　　分

17,555,370

第 ３ 次
人　　　　　口 住民基本台帳人口

産　　業　　構　　造

区　分

面　　　　　積

222.85k㎡

国
勢
調
査

世　　帯　　数
H26.3.31 現在

(Ａ)
地 方 債 現 在 高

17年

38,850人

40,717人

▲4.6％ ▲1.0％

16,972,120

12,980世帯 10.0％ 29.0％

1,790人 4,895人

174人
就
業
人
口

人　口　密　度

22年国調

22年国調
※分類不能産業を
　分母から除く

11,934人1,971人

平 成 26 年 度
都道府県名 山 形 県

コ ー ド 番 号 ０ ６ ２ ０ ５ ７

5,733人37,790人

増減率

11,509人H27.3.31 現在
37,407人

63.3％

22年

区　　分

増減率
60.3％

9.8％ 26.9％

Ⅰ－１

決 算 状 況 ふ り が な し ん じ ょ う し
Ⅰ－２

（決算カード） 市 町 村 名 新 庄 市

3
(Ｃ)

歳 入 歳 出 差 引 額
現 在 高 合 計

積
立
金
現
在
高

市 町 村 類 型

26年度交付税
種 地 区 分

4
(Ｄ)

翌年度へ繰り越す うち
財政調整基金

平成25年度平成26年度 平成25年度 平成26年度

千円
1,315,402

千円

千円 千円 千円

千円 千円 債 務 負 担 行 為 額

2.9

うち
減 債 基 金

うち

17,275,818 16,428,070

その他特定目的基金

(翌年度以降支出予定額)

千円

30,421 452
実 質 収 支 比 率

千円 千円
279,552 544,050

(a)-(b) 千円

千円 千円
6,349

千円

2,065 1,775,196

千円

512,534

273,203 541,985 565

(Ｆ)

千円 千円 ％

千円千円 千円

8 繰 上 償 還 金 千円 千円 千円標 準 財 政 規 模
(Ｈ) - - 9,501,804

9 積 立 金 取 崩 し 額 千円 千円 財 政 力 指 数
(Ｉ) - - 0.476

11,701,970

基 準 財 政 需 要 額

％
(Ｊ) ▲ 238,361 ▲ 233,788 12.8

公 債 費 負 担 比 率

実 質 赤 字 比 率
健
全
化
判
断
比
率

標 準 税 収 入 額 等

歳 入 一 般 財 源 等

10 実 質 単 年 度 収 支 千円 千円

11,548,505

千円

千円

7,754,842

実質公債費比率

職員数

H26.4.1

基 準 財 政 収 入 額 千円 千円 ％
3,827,854 3,762,379 -

％
-

920,000円

連 結 実 質
赤 字 比 率

上 水 道 108,813千円29,201千円

302,245千円

5,598世帯

の繰入額　　

議 会 議 長

議 会 副 議 長

-円

-千円 -円

250人

簡易水道

集落排水 64,905千円

121,526円

1人-千円

-千円

国
保
会
計
の
状
況

被 保 険 者 一 人 当 り

公
営
企
業
の
状
況

事 業 名

下 水 道

普通会計から

215,591円

9,931人

18,857千円

一 世 帯 当 り

8人 被 保 険 者 数

7人

保 険 税 調 定 額

413,689円

収 支 額

保 険 税 調 定 額-人

の有無
職員数

普通会計からの繰入額
収 支 額

加 入 世 帯 数

無

無

有

被保険者一人当り費用

無

1,523千円 374,765千円



元 利 償 還 金 1,575,855 9.1

7.9

1.2

65 -

1,483,325 1,483,325 15.3

歳　　　　　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

区　　分 決  算  額 構成比
(Ｋ)の
構成比

区　　分 決  算  額
充　　　当
一般財源等

経常経費充当
経常収
支比率

経常一般財源 一般財源等

(Ｋ) (Ｋ)

構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

地 方 税 4,517,513 25.7 4,310,844 47.7 人 件 費 2,435,814 14.1 2,190,165 2,171,851 22.5

地 方 譲 与 税 124,912 0.7 124,912 1.4 う ち 職 員 給 1,404,022 8.1 1,233,179 1,230,841 12.7

利 子 割 交 付 金 7,599 - 7,599 0.1 扶 助 費 2,593,528 15.0 808,995 802,330 8.3

配 当 割 交 付 金 16,642 0.1 16,642 0.2 公 債 費 1,575,920 9.1 1,483,390 1,483,390 15.3

株式等譲渡所得割交付金 9,073 0.1 9,073 0.1

203,821

13.2地方消費税交付金 453,359 2.6 453,359 5.0

204,625

う ち 元 金

う ち 利 子 203,821

1,371,230

2.1ゴルフ場利用税交付金 4,934 - 4,934 0.1

1,279,504 1,279,504

65一時借入金利子 65 -特別地方消費税交付金 - - - -

内
訳

(小　　計） 6,605,262 38.2 4,482,550 4,457,571 46.1自動車取得税交付金 17,042 0.1 17,042 0.2

物 件 費地 方 特 例 交 付 金 12,503 0.1 12,503 1,716,704

43.4

9.9 1,299,412 1,190,650 12.30.1

15.8補 助 費 等

943,827 5.5 711,766 306,471 3.2維 持 補 修 費

1,771,7301,969,914 11.43,916,225 43.4 1,524,754

1,302,399

地 方 交 付 税 4,805,499 27.4 3,916,225

1,222,331 12.6うち一組負担金

普 通 3,916,225 22.3

投資及び出資金・貸付金 718,333 4.2 23,160

9.8 1,468,700

7.5

交通安全対策特別交付金 6,451 - 6,451 -

-

分 担 金 ・ 負 担 金 217,669 1.2 -

繰 出 金 1,688,466

-

内訳

震 災 復 興 36

- -

(小　　計） 9,969,076 56.8 8,873,133 98.3

0前年度繰上充用金

3,556,335 20.6 1,461,636

- -

使 用 料 303,508 1.7 9,792 0.1 投 資 的 経 費

う ち 人 件 費手 数 料 77,523 0.4 - -

内
　
　
訳

90,932 0.5 90,932

普通建設事業費 3,556,335 20.6 1,461,636国 庫 支 出 金 2,663,089 15.2

（ 補 助 事 業 ） 1,811,790 10.5 219,240県 支 出 金 1,097,000 6.3

（ 単 独 事 業 ） 1,707,151 9.9 1,230,402財 産 収 入 68,683 0.4 6,218 0.1

（県事業負担金） 37,394 0.2 11,994寄 附 金 31,651 0.2

災害復旧事業費 0 - -繰 入 金 29,793 0.2

失業対策事業費 0 - -繰 越 金 544,050 3.1

諸 収 入 933,947 5.3 132,685 1.5

地 方 債 1,612,930 9.2

うち減収補てん債特例分 - - (97.2)

(97.2)

9,028,279 100.0

うち臨時財政対策債 644,930 3.7

100.0 11,268,953 8,776,955 90.7

(90.7)

区　　分 決  算  額 構成比 増減率
超過課税分
収 入 済 額

基 準 税 額
×100/75

市 民 税

千円 ％ ％ 千円

370,107

千円

1,502,575

千円 ％ 千円

個 人 分 1,366,936 30.2 ▲ 1.2 - 議 会 費 212,461 1.2 212,461

法 人 分 425,947 9.5 12.1 47,631 総 務 費 1,307,552 7.6 1,135,019

固 定 資 産 税 2,042,275 45.2 0.4 - 民 生 費 4,952,915 28.7 2,558,501

軽 自 動 車 税 85,940 1.9 1.9 - 衛 生 費 1,311,152 7.6 1,139,929

市 た ば こ 税 384,605 8.5 ▲ 5.4 - 労 働 費 100,044 0.6 9,957

鉱 産 税 - - - - 農 林 水 産 業 費 771,369 4.4 583,481

特別土地保有税 - - - - 商 工 費 950,964 5.5 328,245

普 通 税 計 4,305,703 95.3 0.4 47,631 土 木 費 1,710,140 9.9 1,280,449

入 湯 税 5,141 0.1 ▲ 14.7 - 消 防 費 618,563 3.6 604,045

都 市 計 画 税 206,669 4.6 ▲ 0.3 - 教 育 費 3,764,738 21.8 1,933,476

目 的 税 計 211,810 4.7 ▲ 0.7 - 災 害 復 旧 費 - - -

公 債 費 1,575,920 9.1 1,483,390

諸 支 出 金 - - -

合　　計 4,517,513 100.0 0.4 47,631 合　　計 17,275,818 100.0 11,268,953

徴

収

率

区　　分 現年度課税分 滞納繰越分 合　　　計

11.6 92.9

市 税 合 計

市

民

税

個

人

分

均 等
割

3,500円
市

民

税

法

人

分所 得
割

標準税率に

％

市 民 税 99.0 12.8 95.4

％

区　　分

法 人 税
割

固定資産税

％

対する比率

98.1

- -

13.4

98.6 11.8 94.4

目　　的　　別　　歳　　出

合　　計 17,275,818

1,302,399特 別 889,238 5.1

市　　　　　　　　　　税

合　　計 17,555,370 100.0

1,297,509

積 立 金 76,977 0.4 49,999

2,013,497

構成比 一般財源等決  算  額

86,207

386,508

- 

- 

4,358,894

～
50,000円

均 等 割

3,000,000円

12.1/100

1.4/100

4,358,894

適　　用　　税　　率　　の　　状　　況（H27．4．1現在）

1.0 固 定 資 産 税


